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要       旨 

 

 

国民からの信頼を得られる原子力安全規制を進めるためには、その基本要素として、

科学的合理性に基づき、原子力安全の確保とその継続的な改善をすることが最も重要であ

る。国際的に確立された考え方であり、リスクに基づいて安全上重要な事項について優先

的に資源を割り当てるグレーデッドアプローチは、規制機関のみならず事業者にも適用さ

れるもので、その方法としてリスク情報の活用によるリスクインフォームド規制が採用さ

れるべきである。また個々のリスク評価を詳細化するだけではなく、他に有意なリスクや

取るべき対策に抜けがないかを検討できるよう、総合的な判断が必要となる。 

 

これら原子力安全規制の目的達成のためには、規制機関は継続的に運転経験や安全に

関する情報を分析、評価し、新たな検査制度を充実させるとともに、現行の規制基準の課

題については新たな知見も参考にしつつ改めて検討しなければならない。また、さらに安

全研究を進め、これらの結果に基づいて規制基準の性能規定化に取り組み、規制上の要求

事項は規制機関が自ら定め、それを達成する詳細規定は学協会規格を厳格にレビューした

上で規制機関として活用することが有効である。産学官が協力することと規制が独立性を

保つことは、同時に達成されるべきものであって、規制の実効性を高めるためにも規制機

関は、事業者のみならず、多様なステークホルダとのコミュニケーションを進めるべきで

ある。危機管理能力を有し、総合的な原子力安全規制での意思決定に必要となる技術情報

基盤を継続的に収集評価するためには、専門家を育成する制度や人事制度を含む国として

の原子力安全規制のための基盤が確立されることが必要である。 

 
 総合工学委員会に設置された原子力安全に関する分科会は、以上のような議論を行い、

下記に示す８つの観点から、原子力安全規制機関 1を主たる対象として提言をとりまとめ

た。 
(1) 規制機関と被規制者・事業者の関係と双方の取り組み姿勢 

規制機関の原子力安全確保のための継続的改善と事業者の自主的安全性向上への

取り組みが、互いにスパイラルアップするよう、両者が対等のコミュニケーション

を図れる関係を構築すべきである。 
(2) リスク情報の活用 

新たな検査制度などの規制の取り組みにおいて、定量的にあるいは定性的にリスク

の大小を表す情報を収集し、統合的評価を実施し、この評価結果に基づいた意志決

定の活用と実践を進めるべきである。 
(3) 規制機関における優先順位と迅速性 

グレーデッドアプローチに基づき、安全上重要な対策を優先するとともに、短期的

                                            
1 法律に基づいて設置されている原子力規制委員会及び原子力規制庁 



v 
 

に対応すべきものから迅速に対策を実施し、さらに中長期的に継続的改善を進める

べきである。 
(4) 安全対策機器の増設に伴う課題への対応 

安全対策機器の増設に伴うメリット(リスク低減効果)とデメリット(人的過誤率の

上昇の可能性等)を認識し、これらをシステム全体として定量化することで、リスク

評価すべきである。 
(5) 規制機関における規制基準の体系的かつ継続的な改善 

規制基準の性能規定化を進め、学協会で作成された規格・標準を活用することによ

り、最新知見を迅速に取り込んで規制に反映する仕組みを構築するなど、規制基準

の体系的かつ継続的な改善に取り組むべきである。 
(6) 規制機関における安全の目標について 

安全の目標について、規制機関の基本的な考え方を文書化し、明確化すべきである。 
(7) 組織文化と安全文化の課題 

原子力安全がすべてに優先されるよう、規制機関、事業者、さらには原子力安全に

関連する全ての関係者がリーダーシップを発揮するとともにマネジメントの重要

性を認識すべきである。 
(8) 規制機関における安全研究、情報基盤の確立及び人材育成の統合的マネジメント 

危機管理能力を有し、総合的な意思決定に必要となる安全研究や運転経験に基づく

技術情報基盤を継続的に収集、評価する能力を有した人材の育成に注力するととも

に、原子力安全に資する研究計画を立案・遂行し、その結果を活用する体制を確立

すべきである。 
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１ はじめに 
原子力規制委員会（以下、規制委員会と略す）及びその事務局である原子力規制庁（以

下、規制庁と略す）が、2012 年 9 月 12 日に設置された。東京電力福島第一原子力発電所

事故（以下、福島原発事故と言う）を踏まえ、これらの原子力安全規制機関（以下、規制

機関と言う）が設置され新規制基準が策定されて、適合性の審査がおこなわれるに至った

背景と一連の経緯については、＜参考資料２＞としてとりまとめた。 

また規制委員会は、2016年１月に IAEA2（国際原子力機関）による IRRS3（総合規制評価

サービス）のミッションを受入れ、IRRS報告書では＜参考資料３＞に示すように、13件の

勧告及び 13件の提言がなされている[1]。これらの指摘を受けて、2017年４月に「核原料

物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」と言う）の再

改正がなされ、現在、新たな検査制度についても試行が具体的に進められている。 

しかしながら規制委員会及び規制庁からなる規制機関には、日本学術会議における提

言・報告でも指摘されてきたように、今後解決されるべき多くの課題が存在している。原

子力利用の将来像についての検討委員会 原子力発電の将来検討分科会では、2017 年に原

子力利用の将来像について、提言[2]を発出しており、この中で 7 件の提言がなされてい

る。これらのうち、提言 2, 3, 7では、安全確保対策、外的事象への対応、継続的な安全

性向上、バックフィットの実践など原子力安全規制に関連する事項について言及されてい

る。総合工学委員会 原子力事故対応分科会及び原子力安全に関する分科会では、2014, 

2019年に報告[3][4]を発出しており、この中で過酷事故対策強化、ステークホルダ間での

率直なコミュニケーション、リスク情報の活用、新知見への取り組み強化などについて報

告を行っている。また 2017年には、総合工学委員会・機械工学委員会合同 工学システム

に関する安全・安心・リスク検討分科会が安全目標に関する報告[5]を発出している。 

日本学術会議総合工学委員会に設置された原子力安全に関する分科会は、規制基準の策

定及びそれに基づいた原子力施設の適合性審査を踏まえ、原子力施設における継続的な安

全性向上を進めるために、規制機関が、事業者及び多くのステークホルダとともに改革を

進めるべき課題とその解決の方向性の基盤となるべき事項を、＜参考資料２＞の新規制基

準の策定の経緯及び＜参考資料３＞のIAEAによるIRRS報告書での指摘を踏まえて抽出し、

総合的な議論を進めてきた。 

これらをふまえて、本分科会として、本提言をとりまとめるものである。なお原子力安

全規制に関する課題には、短期的に解決されるべき事項に加え、中長期的に継続的に取り

組むべきものがあり、日本学術会議として引き続き検討を加えていく予定である。 

 

 

 

 

 

                                            
2 ＜略語集＞参照 
3 ＜略語集＞参照 
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２ 原子力安全規制の課題とその解決のための提言 

 (1) 規制機関と被規制者・事業者の関係と双方の取り組み姿勢 

原子力安全は、人及び環境を放射線の有害な影響から防護することを目的としている

[6]。原子力安全を達成することは、規制機関と事業者の双方がともに果たしていくべき

共通の目標であって、各々が独立して果たすことが求められる使命[7]である。そのた

め、事業者は、規制機関が定めた規制基準に従っていれば良いとの考え方から脱却しな

ければならない。また、規制機関の側からの原子力安全確保のための継続的改善と事業

者の「自主的安全性向上」への取り組みが、互いにスパイラルアップする関係が必要で

ある。 

このような関係を実現するためには、規制機関は、被規制者である事業者に対してよ

り適切に互いの姿勢や努力を認め合う成熟した関係を築き、対等のコミュニケーション

を図るようにしていかなければならない。また、事業者は、現場を持ち安全に対して一

義的な責任を持った成熟したプロフェッショナル集団として、これに応えなければなら

ない。 

 

(2) リスク情報の活用 

リスク情報に基づいた意思決定（RIDM）4の活用は、リスクが大きく安全上重要な課題

に優先的に取り組むという観点から、安全性の継続的な向上のために規制機関と事業者

の双方に課せられた課題である。確率論的リスク評価結果など、様々な定量的あるいは

定性的なリスク情報を統合的に評価し、対応を決定することにより、個別の機器だけで

はなく、プラント全体のリスクを俯瞰した安全確保が可能となる。 

リスク情報から安全性向上のための意思決定をおこなっていくためには、機器の故障

率データ、ヒューマンエラーの統計的検討など、データの蓄積を進めていく地味な過程

が前提となるとともに、個別のプラントが置かれる自然条件に基づいた知見が必要とな

る。 

またリスク評価には不確かさが含まれ、リスク評価モデルに入っていない知識は使う

ことができないなどの限界を有している。今後、意思決定に資する枢要な情報を得るた

めの確率論的リスク評価（PRA5）の成熟度に関する課題は大きい。しかしながら、確率

論的リスク評価手法が成熟したとしても知見が得られていない事故シナリオは存在し

うるため、計算結果には不確かさが含まれる。 

規制機関と事業者の双方は、不確かさを含んだ情報を用いた意思決定について、経験

を積み重ね、リスク情報を活用していくための実践を進めていく必要がある。そのため、

新たな検査制度の中で、安全性の継続的な向上に関わるリスク情報に基づいた安全規制

（リスクインフォームド規制 6）が実現されるべきである。この際、リスク情報の解釈に

際して規制機関と事業者に不一致や食い違いが生ずることがありうるが、対等な立ち位

                                            
4 ＜用語集＞および＜略語集＞参照 
5 ＜略語集＞参照 
6 ＜用語集＞参照 
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置での意見交換を積み重ねて、安全性の向上のために合理的な意思決定が継続的に進め

られるべきである。 
 
(3) 規制機関における優先順位と迅速性 

規制機関は、安全上の重要な見落しがないかを見つけ、安全上重要な対策を優先し、

短期的に対応できるところから迅速に対策を実施することが重要である。その上で実施

されている対策が十分であるかを検討し、中長期的に必要な改善を継続的に進めていく

ことが要請される。これらのためには、リスクの定量化やモデル化を実施することが求

められる。また、リスクに基づいて資源を割くグレーデッドアプローチ 7は、規制機関の

みならず、事業者に対しても求められる。 

 

(4) 安全対策機器の増設に伴う課題への対応 

  シビアアクシデント対策が規制上の要求とされたことに伴い、原子力施設が事故に至

るリスクは低減されてきたと考えられる。一方で、多数の機器の導入に伴うシステムの

機能喪失確率の上昇やヒューマンエラーの発生確率が上昇することによるデメリット

が考慮されなければならない。これらのデメリットを低減するための努力は、規制機関

と事業者の双方からなされるべきであって、両者は、個別の安全対策機器の効果のみに

着目するのではなく、システムの全体から定量的にリスクの評価を進める必要がある。

この点が重要であることについては、日本学術会議の提言[2]及び報告[3]においても言

及されている。 

規制機関は、安全上重要度並びにリスク情報に基づいた機器及びシステムのメインテ

ナンス、コンフィグレーション・マネジメント 8、多様なメニューを含む訓練などが枢要

な課題であることを認識し、新たな検査制度を活用して、事業者とともに取り組みを進

める必要がある。 

また規制機関、事業者ともに最新の知見を獲得する努力を進め、学術界の協力も得つ

つ、最新知見に基づく学協会規格を活用するなど、第三者の指摘を取り込んでいくこと

が重要である。 

 

(5) 規制機関における規制基準の体系的かつ継続的な改善 

 科学的合理性に基づいた規制基準の高度化は規制機関側の重要な責任であり、安全評

価手法の高精度化や不確実さの低減が進むことと同時並行的に、判断基準の高度化をバ

ランスよく進展させることが必要である。 

このために規制機関は、最新の科学的知見や運転経験などを迅速に反映する仕組みを

構築し、規制基準の性能規定化を進めることなどの手段により学協会において策定され

                                            
7 ＜用語集＞参照 
8 ＜用語集＞参照 
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た規格・標準などを活用するとともに、トピカルレポート 9制度や型式認定 10に係る制度

の整備を進めることが望まれる。性能規定化を進めることによって、原子力施設の安全

を確保する「性能」を対象に規制を行うことが可能となる。規制基準が性能規定化され

た原子力安全規制では、事業者が個別の状況に応じた最適な対応策を採用できることか

ら、安全を確保する「方法」を規定する仕様規定に比べて、迅速に新しい知見を取り入

れることが可能となる。 

現行の規制基準は、旧原子力安全委員会の「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設

計審査指針」[8]を主な基盤としており、主として IAEA の SSR11-2/1[9]に相当するハー

ドウエアに対する要求である。 

しかし、これまでの様々な事故調査委員会報告書に記載されている福島原発事故の教

訓からも明らかなように、原子力安全はハードウエアだけでは確保できないのであって、

SSR-2/2 に対応するソフトウエアすなわち、人、組織及び運営が重要である[3],[10]-

[13]。 

その視点を加味して、事業者の組織や技術的対応能力が規制機関における適合性審査

で確認されているが、IRRSにおいても人的・組織的要因を体系的に考慮するべきことが

指摘されており、この面から規制機関は規制基準を改善していくことが重要である。 

サイバーセキュリティについては、現行規制基準で規定・言及されているものの、そ

の重要性を鑑み、規制機関はより詳細なガイドラインなどを整備することが望まれる。 

 

(6) 規制機関における安全の目標について 

 規制機関が示すべき安全の目標 12は、福島原発事故のような重大な事故を再び起こさ

ないとの決意の下、関係者のみならず社会が安全神話に陥ることなく、安全における見

落としを低減する不断の努力、すなわち安全性向上を図る姿勢に基づくべきである。 

安全の目標は、規制委員会として今後の規制基準の策定・改訂などに当たり参照すべ

きものである。規制委員会が示す安全の目標と、規制基準への適合によって達成される

安全の水準を、確率という尺度のみを用いて直接に比較評価し説明することは、現状で

きないし、おこなうべきものではない。安全の目標については、以上のような点こそ、

国民に説明するべきものである。 

 現在、規制委員会は「性能目標」のみを示している。しかし、性能目標は、上位の定

性的安全目標、定量的安全目標から論理的に導かれるものである。規制委員会が示して

いる 100TBqの放射性物質(137Cs相当)をサイト外に放出するような事故の確率を 10-6/炉

年以下にするとの性能目標は、旧原子力安全委員会の中間とりまとめには明示されてい

ない「土地汚染」に関連するものであり、性能目標からは、規制委員会が「長期の避難

を余儀なくされる土地汚染を回避する」という方針であることが推察される。しかしな

                                            
9 ＜用語集＞参照 
10 ＜用語集＞参照 
11 ＜略語集＞参照 
12 ＜用語集＞参照 
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がら、このような基本的な考え方は規制委員会の文書となっていないことから、基本的

な考え方を明確にすることが望まれる。 

また、事業者においても、独立して安全の目標を議論し、これに基づいた自主的安全

性向上対策を達成していくことが求められる。 

 

(7) 組織文化と安全文化の課題 

規制機関は、原子力の特殊性や原子力固有のリスクを認識し、規則・規制に基づく安

全の確保に加えて、原子力安全を組織としての目的と設定し、保守的な判断が前提では

あるが、安全は常に適切に向上させ改善していくべきものとの認識を関連するステーク

ホルダとともに共有し、原子力安全規制の役割を実践していかなければならない。 

IAEAは、｢安全のためのリーダーシップとマネジメント（GSR13 Part 2）｣を 2016年６

月に改訂している。これは、従前の GS-R-3「原子力施設と活動のためのマネジメントシ

ステム」を置き換えた全般的安全要件であり、組織構想、目標、戦略、計画及び目的を

定めかつ統合すること、電離放射線の有害な影響から人及び環境を防護すること、要員

がこれを実施・約束するよう先導すること及び基本安全原則を支持し、行動による期待

事項の確立及び強固な安全文化を醸成することを求めている。すなわち、原子力の平和

利用の要となる規制機関の役割としてのリーダーシップが重要であることを示してい

る。それは、規制機関のみの問題ではなく、事業者、ひいては原子力安全に関連する全

ての関係組織と関係者においても同様にこのリーダーシップとマネジメントが重要で

あることは変わりない。 

安全を損なうかどうかわからないリスク情報に対して、資源を投入する決断をいかに

おこなうか、また不確実な将来に対して、現状維持ではなく、行動ができるのか、不作

為や先送りを犯すことはいかに戒められるべきか、多くの課題が規制機関及び事業者に

おける組織文化と安全文化の課題として指摘できる。インセンティブを持ち、優先順位

をつけていく際には多くの障害がありうるが、これらをどのように打破できるのか、規

制機関及び事業者に課せられている課題は大きく、双方とも着実に解決方法を検討して

いく必要がある。 

 

(8) 規制機関における安全研究、情報基盤の確立及び人材育成の統合的マネジメント 

規制機関は、事業者のみならず学協会、地方自治体、地元住民や公衆などの重要なス

テークホルダとともに、継続的な安全性向上の基盤を形成しなければならない。これら

のために、規制機関の人材には、危機管理能力を有し、総合的な意思決定に必要となる

安全研究や運転経験に基づく技術情報基盤を継続的に収集、評価する能力が求められる。

また、専門的な知識や力量のみならず、地方自治体、地元住民、公衆と的確にコミュニ

ケーションできる必要がある。これらを実現するために、規制機関における専門家に対

                                            
13 ＜略語集＞参照 
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する力量評価・人材評価と育成の制度や人事制度を国としての統合的な基盤として確立

し、継続的に維持発展していくことが重要である。 

規制機関は、審査、検査などに係る科学的合理性を自ら確保し、規制基準とその体系

を継続的に改善していくために、規制機関として原子力安全に資する研究計画を立案・

遂行し、技術基準・制度へ反映するなどの成果活用を図る体制を確立すべきである。さ

らに、これまで国際社会と連携して進めてきた内的・外的な起因事象に関連した安全研

究の成果や国内外の運転経験を知識ベースとして取りまとめた知識基盤を活用すると

ともに、これまで活用されてきた範囲を超えて、原子力安全のために活用されるべき広

範な知見を取り入れていく技術情報基盤を構築していかなければならない。そのために、

規制機関は各国の原子力安全規制組織や国際機関などと協調するとともに、リーダー

シップを発揮しこのような取り組みを主導するように努めるべきである。さらに原子力

安全の確保は、科学技術のみでは閉じない点もあることから、コミュニケーションなど

に関わる科学技術以外の分野での人文科学・社会科学の研究課題を提示し、学際的な研

究体制を構築する必要がある。 

これらのために、規制機関には高度な人材育成のマネジメントシステムと安全研究及

び技術情報基盤を相互に効果的に運用することが求められる。また規制機関は国内外の

大学や研究機関などとの研究協力関係のみならず、国際会議や国際機関での活動に積極

的に参画し、原子力安全に関する知的なネットワークを拡大し、そこから得られる成果

を共有すべきである。 
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３ まとめ 

東京電力福島第一原子力発電所の事故を踏まえて、2012年に新たに設置された原子力規

制委員会及び原子力規制庁は、原子力安全規制機関として規制基準の策定及びこれに基づ

いた原子力施設の適合性審査を進めてきている。 

原子力施設には、規制基準を満足するのみならず継続的に安全性を向上させていくこと

が求められ、そのために原子力安全規制機関は科学的な合理性に基づいて、原子力安全の

確保とさらなる改善を継続的に実施していくことが求められる。 

原子力安全規制機関には基本理念として、リスク情報の活用によるリスクインフォーム

ド規制が採用されるべきであり、リスクに基づいて合理的に資源を割くグレーデッドアプ

ローチを適用することが求められる。また内外の運転経験や安全に関する情報を分析、評

価し、新たな検査制度を充実させるとともに、現行の規制基準の課題については得られた

知見も参考にしつつ改訂を継続しなければならない。 

これらのためには、原子力安全規制機関が自ら安全研究を計画的に進め、規制基準の性

能規定化に取り組むことが必要である。 

産学官が協力することと原子力安全規制機関が独立性を保つことは、同時に達成される

べきものであり、原子力安全規制機関は規制の実効性を高めるためにも、事業者のみなら

ず多様なステークホルダとのコミュニケーションを進めるべきである。 

また原子力安全規制機関においては、規制での総合的な意思決定に必要となる技術情

報の継続的な収集評価、危機管理能力を有する専門家としての原子力安全規制人材の育成

など、人事制度を含む国としての基盤が確立されることが必要である。  
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＜用語集＞ 

グレーデッドアプローチ(Graded Approach) 

リスクの大きい事象に対して重点的に安全性向上のための活動を行い、そのための人員

や資源を投入する手法。IAEA による原子力安全の基本原則(Fundamental Safety 

Principles：SF-1)[6]では、その原則 5において「規制機関により投入される規制資源は、

施設の潜在的なリスクに応じたものでなければならない」とされており、その下での一般

安全要件（General Safety Requrements：GSR Part 1 (rev.1)）[14]においても具体化さ

れている。例えば、大型の発電用原子炉と極低出力の研究炉では原子力安全のリスクは大

きく異なるが、これらを「原子炉」というカテゴリー分けに基づき同等の安全規制を実施

するのではなく、リスクの大きな大型の発電用原子炉にはより厳格な安全規制を実施し、

また検査・保安にも人員や資源をより多く投入する一方で、極低出力の研究炉にはそのリ

スクに応じた安全規制を実施し、施設全体のシステムとしての安全リスクを検証すること

で、当該カテゴリーの施設全体として安全性を向上させることができる[15]。 

 

リスクインフォームド規制（Risk Informed Regulation） 

 リスクの大小を表す情報をできるだけ収集し、それらの情報を統合的に評価して、その

評価結果に基づき実施する原子力安全規制。一例として、2020年 4月から実施されている

新しい原子力検査制度における検査指摘事項の重要度を決定するプロセスが挙げられる。

このプロセスにおいては、確率論的リスク評価の結果、過去の事故事例などから得られる

プラント全体に対する原子力安全への影響の大小、プラントにおけるモニタリング指標(パ

フォーマンスインディケータ)などのリスク情報に基づき、指摘された事象やトラブルの

重要度を多角的に検討した上、安全規制上の対応を決定する。 

 

リスク情報に基づく意志決定（Risk Informed Decision Making：RIDM） 

事業者の保安活動や規制機関の規制活動において、安全への影響度などを考慮するリス

ク情報に基づき、着目すべき項目などを見いだし、より良い活動とするための意思決定を

おこなうこと。RIDMは、パフォーマンス監視・評価、リスク評価、意志決定と実施の 3つ

の主要な要素からなる。パフォーマンス監視・評価においては、原子力施設のモニタリン

グ指標(パフォーマンスインディケータ)、要員の活動、設計や運転を変更したときの影響

等を監視・評価し、課題が発生した場合には解決策の選択肢を検討する。リスク評価にお

いては、解決策のオプションを決定論的安全性評価、確率論的リスク評価、新知見、国内

外の運転経験等に照らし合わせて比較検討する。意志決定と実施においては、リスク評価

結果に基づき、適切な解決策を選択し、実施する。この際、安全目標、保安規定、規制要

件等、多角的な視点を勘案する。なお、RIDM においては、上記 3 要素を繰り返し実施し、

継続的改善につなげることが重要である。 

 

コンフィグレーション・マネジメント（Configuration Management） 

 設計要件、物理構成、設備構成情報の３要素の整合を図るため、原子力発電所の構築物、
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系統及び機器が設計で要求したとおりに製作・設置され、運転・維持（保全）されている

ことを常に確認、保証するしくみ。原子力施設の構造、設備、機器の特性を特定し文書化

するプロセスであり、構造、設備、機器の変更が原子力施設に与える影響を適切に評価、

承認、実装、検証、記録することを確実におこなうための一連の取り組み。 

 

トピカルレポート(Topical Report) 

 原子力施設によらない共通する技術事項について、予め認証を受けることで共通に審査

できる部分を合理化し、新しい技術の早期導入につなげること。 

 

型式認定（Type Approval） 

 詳細な設計段階までを一括で審査し、原子力施設の標準設計に認証を付与すること。 

 

安全目標（Safety Goals） 

 原子力施設の安全性を議論するための目標であり、一般的に、定性的な目標を示した定

性的安全目標、定量的な目標を示した定量的安全目標、さらに、安全評価の結果と照らし

合わせて議論をおこなうための性能目標からなる。 
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＜略語集＞ 

GSR：General Safety Requirements、一般安全要件 

IAEA：International Atomic Energy Agency、国際原子力機関 

IRRS：Integrated Regulatory Review Service、総合規制評価サービス 

RIDM：Risk Informed Decision Making、リスク情報に基づいた意志決定 

PRA：Probabilistic Risk Assessment、確率論的リスク評価 

SSR：Specific Safety Requirements、個別安全要件 
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＜参考資料１＞ 審議経過 

〔分科会〕 

第 23期 

2014年 

 12月４日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第１回） 

  委員長選任、副委員長、幹事指名が行われた。 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会の設置が承認された。 

2015 年 

 ９月 14日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第２回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会の活動経過を報告 

2016 年 

 ３月 16日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第３回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会の審議状況を報告 

 ６月 ３日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第４回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会の審議状況を報告。津波リスクに 

  ついての検討を開始していることを報告。 

 10月 28日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第５回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会の報告（記録）のまとめ方につい 

  て審議。 

2017 年 

 ３月 13日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第６回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会でまとめた記録１及び記録２ 

  の英訳が承認され、海外へ発信していると報告。現在津波に関する知見と、 

  規制の妥当性を検討中と報告。 

 ６月８日  総合工学委員会原子力事故対応分科会（第７回） 

  津波に関するシンポジウム（「原子力発電所の自然災害への対応－福島事 

  故の津波対策を例として－」、資料 6-1,2参照）を８月１日に開催予定と 

  報告。 

 ９月５日 総合工学委員会原子力事故対応分科会（第８回） 

  福島第一原発事故調査に関する小委員会は次期においても活動を継続し、 

  津波リスク・規制の在り方について審議を進める予定と報告。 

 

第 24期 

2017 年 

 12月 21日  原子力安全に関する分科会（第１回） 

   委員長選任、副委員長、幹事指名がおこなわれた。 

   福島第一原発事故調査に関する小委員会の設置が承認された。 

2018年 
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 ３月 23日～３月 26日メール審議 原子力安全に関する分科会（第２回） 

   提言（案）「我が国の研究用原子炉の在り方について」の承認 

 ４月 24日 原子力安全に関する分科会（第３回） 

   福島第一原発事故調査に関する小委員会から審議経過を報告した。 

 ７月 18日～７月 23日メール審議 原子力安全に関する分科会（第４回） 

   公開シンポジウム「原子力総合シンポジウム」の承認 

 ９月４日  原子力安全に関する分科会（第５回） 

   福島第一原発事故調査に関する小委員会から津波に関する報告書がま 

  とまり、提出予定であるとの報告があった。この報告書の査読委員を決定 

  した。 

  10月 22日 原子力安全に関する分科会（第６回） 

        福島第一原発事故調査に関する小委員会でまとめている報告は分科会で

の査読結果を踏まえて現在修正中であるとの報告があった。 

        原子力総合シンポジウムの進行について打ち合わせが行われた。 

  12月 19日～12月 25日メール審議 原子力安全に関する分科会（第７回） 

        報告（案）「我が国の原子力発電所の津波対策―東京電力福島第一原子力

発電所事故前の津波対応から得られた課題―」の承認 

2019年 

  ３月 28日 日本学術会議第 276回幹事会 

        報告「我が国の原子力発電所の津波対策－東京電力福島第一原子力発電所

事故前の津波対応から得られた課題－」について承認 

   ４月 11日 原子力安全に関する分科会(第８回) 

各小委員会からの活動報告がなされた。 

今後の進め方に関して審議した。 

   ７月 24日 原子力安全に関する分科会(第９回) 

原子力総合シンポジウムを本年１２月２日の午後に開催することとした。 

原発事故による環境汚染調査に関する検討小委員会（第２４期・第３回）

「意思の表出」に関する議事内容が報告され、本報告の作成を分科会とし

て承認した。 

報告「我が国の原子力発電所の津波対策―東京電力福島第一原子力発電所

事故前の津波対応から得られた課題―」が 5月 21日に公表となった旨の

報告があった。 

   10月７日～10月 10日メール審議 原子力安全に関する分科会(第 10回) 

公開シンポジウム「原子力総合シンポジウム」の開催を承認 

   12月２日 原子力安全に関する分科会(第 11回) 

提言「原子力規制の課題とあるべき姿」内容について了承 

分科会としての査読を大倉委員に依頼し最終チェックを行うこととした。 

査読後の修正案の承認は矢川委員長に一任することとした。 
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2020年 

   ５月 14日  日本学術会議第 290回幹事会 

        提言「原子力安全規制の課題とあるべき姿」について承認 

 

〔小委員会〕 

第 23期 

2014年 

    12月 26日 日本学術会議幹事会（第 206回） 

福島第一原発事故調査に関する小委員会設置の承認 

2015年 

    ３月 31日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第１回） 

委員長・幹事決定、今後の進め方について審議 

第２報内容についての検討、高圧注水系動作、ベント操作、放射性物質放

出について 

原子力総合シンポジウム開催について打ち合わせ 

    ５月８日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第２回） 

第２報技術的内容についての検討 

報告書、記録の英訳を進めることとした。 

原子力総合シンポジウム開催について打ち合わせ 

    ６月 17日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第３回） 

第２報３項目内容について審議 

報告書、記録の英訳のスケジュール確認 

原子力総合シンポジウム内容について打ち合わせ 

    ７月 １日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第４回） 

第２報内容について審議 

報告書、記録の英訳のスケジュール確認 

原子力総合シンポジウム、司会者、講演者最終確認 

    ８月 31日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第５回） 

第２報内容について最終確認 

報告書、記録の英訳について検討 

津波リスク評価について今後の検討方法について審議 

    ９月 14日 記録第２報が原子力事故対応分科会にて承認される 

  10月 21日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第６回） 

原子力安全の耐津波工学の概要紹介と津波リスクへの取り組みの審議 

英文化の進め方について審議 

  11月 26日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第７回） 

英文化ルールの確認 

津波リスクの検討の進め方の審議 
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原子力総合シンポジウム 2016企画案の審議 

2016年 

  ２月 ９日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第８回） 

杉野氏より津波論文の内容を紹介 

英文第２報の記載内容についての審議 

規制の在り方のうち新規制基準に基づく安全審査体系について審議 

  ３月 16日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第９回） 

分科会活動全般についての報告 

原子力総合シンポジウム 2016、司会者、講演者最終確認 

  ３月 31日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 10回） 

原子力総合シンポジウム 2016総評の確認 

リスク情報の活用及び外的事象対策に関する審議 

  ５月 10日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 11回） 

原子力総合シンポジウム 2016アンケート結果の報告 

英文第２報の作成分担に関する審議 

津波リスク関連の報告書作成方針に関する審議 

６月 ３日 日本学術会議第三部にて記録第２報が承認される 

  ６月 16日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 12回） 

原子力情報連絡小委員会の設置報告 

津波を例にした新知見への取り組みに関する審議 

福島事故以前の津波高さに関する検討経緯の審議 

英文第２報記載内容の確認 

  ７月 19日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 13回） 

英文第２報原案の最終確認 

津波を例にした新知見への取り組みに関する審議 

  ９月 14日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 14回） 

福島事故以前の津波高さに関する検討経緯の審議 

IRRS報告書に基づく規制の在り方の審議 

  10月 28日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 15回） 

第３報の構成について審議 

規制の在り方に関する論点の審議 

  12月 ２日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 16回） 

第３報の構成案に関する各委員コメントの審議 

福島事故以前の津波高さに関する検討経緯の審議 

規制の在り方の検討に係わる委員の追加提案の審議 

2017年 

１月 16日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 17回） 

現状と今後の進め方に関する審議 
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第３報の構成及び津波高さに関する検討経緯の審議 

規制の在り方の検討方針の審議及び委員追加の承認 

２月 14日 日本学術会議第三部にて英文第２報が承認される 

３月 ９日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 18回） 

小委員会の現状と今後の進め方に関する審議 

第３報原案作成方針の審議 

４月 18日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 19回） 

第３報原案作成方針の審議 

津波シンポジウム企画案の審議 

６月 ８日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 20回） 

津波シンポジウム企画案の報告 

原子力総合シンポジウム 2017、司会者、講演者最終確認 

６月 12日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 21回） 

第３報記載内容の審議 

津波シンポジウム企画案の最終確認 

英文第２報及び和文第２報の外部発表の報告 

規制の在り方の検討分担及び今後の進め方の報告 

７月 26日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 22回） 

第３報記載内容の審議 

津波シンポジウムプレゼン案の確認 

  ８月 １日 公開シンポジウム「原子力発電所の自然災害への対応－福島事故の津波

対策を例として－開催 

  ９月 ５日  福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 23回） 

津波シンポジウムの事後検討 

第３報記載内容の審議 

規制の在り方についての審議 

次期に向けての活動の審議 

 

第 24期 

2018年 

    ２月 22日 日本学術会議幹事会（第 260回） 

福島第一原発事故調査に関する小委員会設置の承認 

  ４月 10日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第１回） 

委員長・幹事決定、今後の進め方について審議 

第３報記載内容の審議 

  ６月 ７日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第２回） 

第３報記載内容の審議 

  ７月 18日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第３回） 
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第３報記載内容の審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  9月 ４日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第４回） 

第３報記載内容の審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  11月 14日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第５回） 

第３報記載内容の審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

 

2019年 

  １月 ８日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第６回） 

第３報の分科会査読結果の対応についての審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ２月 ８日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第７回） 

新知見への取り組みに関する審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ４月 ２日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第８回） 

第４報案とりまとめ方針の審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ５月 ９日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第９回） 

新知見への取り組みに関する審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ６月 20日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 10回） 

島崎邦彦氏との意見交換 

  ７月 29日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 11回） 

新知見への取り組みに関する審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ８月 29日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 12回） 

新知見への取り組みに関する審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  ９月 27日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 13回） 

新知見への取り組みに関する審議 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  10月 23日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 14回） 

原子力安全規制の在り方についての審議 

  11月 14日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 15回） 

櫻田道夫原子力規制庁原子力規制技監との意見交換 

原子力安全規制の在り方についての審議 
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  11月 17日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 16回） 

原子力安全規制の在り方についての審議 

今後のスケジュールについて確認 

  12月 24日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 17回） 

原子力安全規制の在り方についての提言案の審議 

 

2020年 

  ２月 27日 福島第一原発事故調査に関する小委員会（第 18回） 

原子力安全規制の在り方についての提言案について査読結果への対応を

審議 
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＜参考資料２＞ 原子力規制委員会の設置と新規制基準の策定の経緯 

 

１．原子力規制委員会及び原子力規制庁の設置 

東京電力福島第一原子力発電所事故（以下、福島原発事故と言う）を踏まえ、原子力安

全・保安院と原子力安全委員会に代わる新たな原子力規制のための機関として、2012年9月

19日に原子力規制委員会（以下、規制委員会と略す）が設置された。 

規制委員会は、「国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全保

障に資するため、原子力利用における安全の確保を図ること」がその任務となっている。 

規制委員会は5人の委員から構成され、その事務局として原子力規制庁（以下、規制庁と

呼ぶ）が設置された。2013年4月には、文部科学省が担当していた放射線モニタリングや保

障措置に関する業務が規制庁に移管された。2014年3月に独立行政法人原子力安全基盤機

構（JNES）を統合し、同年10月には防災に関する業務を内閣府に移管している。 

 

２．新規制基準の意義と従前の規制基準との差異 

「原子力規制委員会設置法」においては、新たな規制機関の設置という体制の整備にあ

わせて、規制体系の整備についても規定され、原子炉等規制法などが改正された。 

原子炉等規制法などが改正される以前は、原子炉等規制法による原子力発電所の設置許

可の後は、電気事業法による規制が行われた。電気事業法の下で技術基準が定められ、設

置される施設や機器などに係る工事計画認可や使用前検査の判断に用いられるとともに、

認可や検査後においても、事業者はこれらの施設などが基準に適用するよう維持する義務

が課せられていた。許認可権者であった経済産業大臣が、施設や機器などが技術基準に適

合していないと認めるときは、事業者に対して技術基準に適合するようにそれらの修理、

改造、移転、使用の一時停止、使用の制限などの措置を命ずることができた。 

新たな知見などにより技術基準が改正され、新たな要求項目が導入された場合には、当

該規定に基づき、新基準に対して適合を求めることが可能であった。他方で、原子炉等規

制法上は、仮に許可後に新たな知見により基準が変更になったり、あるいは基準に適合し

ないことが判明したりした場合であっても、これに適合することを求められていなかった
14。 

福島原発事故を踏まえ、既設の原発についても適用を求める新たな規制基準は、強制力

を伴うべきものであり、後述するようにバックフィット制の導入が最も重要である。また

シビアアクシデントを発生させないこと、すなわちその発生防止のみを念頭において策定

されていた以前の基準に代わり、福島原発事故の教訓を踏まえ、シビアアクシデントが発

生することをも念頭において、その対応を含めた基準体系が求められた。 

 

３．新たな規制基準策定の経緯とその制約 

規制委員会の発足と同時に、規制に係る一切の判断は規制委員会が自ら行い、許認可な

                                            
14 例えば、耐震指針が改められた際には、行政指導によりバックチェックを求めるにとどまり、強制

力を持った基準への適合は求められなかった。 
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どの規制権限は一元化されることとなったが、バックフィットの適用やシビアアクシデン

ト対策の強化などに係る基準などについては、原子力発電所に関するものは発足から10か

月以内（2013年7月18日まで）に、また再処理施設などに関しては発足から1年3か月以内

（2013年12月18日まで）に施行することが規定された。 

この新基準策定のための期限は極めて短く、外部有識者の参画が必要であったが、事業

者などからの中立性、議論の透明性の確保が重要であることから、規制委員会において議

論に参加を求める外部有識者の選定などに係るルールが定められた。 

その上で、「シビアアクシデント対策規制を含む基準などの策定について」15、新基準の

骨子案を策定するために、担当の規制委員、規制庁職員及び外部有識者からなる検討チー

ムを設置し、公開の場で検討することが決定された。この検討チームは、新基準の骨子案

を策定することを目的として、新基準を委員会規則として定めることは規制委員会の責任

であることも明確にされた。また委員会規則である新基準案については、骨子案の段階に

おいてもパブリックコメントに付す方針が示されている。 

これらを受けて、外部専門家6人を含む「発電用軽水型原子炉の新安全基準に関する検討

チーム」及び、外部専門家6人を含む「発電用軽水型原子炉施設の地震・津波に関わる新安

全設計基準に関する検討チーム」が設置され、議論が開始された。前者の検討チームでは

事業者からの意見聴取も2回実施され、設計基準に関する骨子案及びシビアアクシデント

に関する骨子案が取りまとめられた。 

地震・津波に関する基準策定に関しても、「地震・津波関係設計基準の策定について」

が規制委員会の議題16になり、外部専門家の参加を得た検討チームを設置して検討を進め

ることとなった。検討チームでは、原子力発電所サイトにおける津波対策の状況や耐震裕

度向上に向けた取り組みやサイトの地下構造把握のための取り組みなどについて、事業者

へのヒアリングが行われた後、地震津波基準に関する骨子案が取りまとめられている。 

これら両検討チームの作業結果である設計基準、シビアアクシデント、地震津波に関す

る3分野の新基準の骨子案は、2013年2月7日から2月28日までの間、パブリックコメントに

付されることとされた。寄せられた計4,379 件のコメントに対する回答と骨子案の修正が

なされ、規制委員会規則としての条文化の作業に移行することとなった。同時に、当初「安

全基準」と呼んでいた基準を「規制基準」と呼ぶこととなった17。 

 さらに条文化された規制基準案は、2013年4月11日から30日間のパブリックコメントに

付された。委員会規則など法定のパブリックコメント募集に対しては合計1,800 通のコメ

ントが、評価ガイドなど任意のパブリックコメント募集に対しては合計312通のコメント

が寄せられた。また規制委員会では、これらの規則などの施行日を2013年7月8日とするこ

と、特定重大事故等対処施設などの信頼性向上のためのバックアップ対策に関する基準に

ついては2018年7月7日までに適用を求めることなども決定された。 

 

                                            
15 2012年 10月 10日 平成 24年度第 4回規制委員会 
16 2012年 10月 24日 平成 24年度第 7回規制委員会 
17 2013年 4月 3日 平成 25年度第 3回規制委員会 
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４．安全目標に関する議論 

2000年代初頭、当時の原子力安全委員会において、安全目標に関する集中的に議論がな

され、中間とりまとめがなされていたものの、そこで提示された安全目標案及び性能目標

案については、安全委員会としての決定はなされていない。 

福島原発事故を経て、それまで事業者の任意の取り組みとされていたシビアアクシデン

ト対策を強制力のある規制として求めるのであれば、どの程度の対応と結果としての安全

性を求めるのかを定めておく必要があると考えられる。規制委員会においても、シビアア

クシデント対策のための規制基準の整備に係る進め方が議論された際、その指標となる安

全目標に関する問題意識が提示され、規制基準の整備にあわせて、規制委員会として安全

目標の議論を進めていくとされた18。ここでは、安全目標としての数値を定めることが目的

ではなく、その議論を通じて、規制上の指標としてどのような対策が必要であるかといっ

た議論に資することを目的とするものであるとの考え方が示されていた。 

 規制委員会では6回にわたり議論が行われ、安全委員会の中間とりまとめ内容や海外で

の検討状況に加え、安全委員会でのとりまとめの中心であった人物へのヒアリングなどが

実施された。また、福島原発事故を踏まえて、単に事故発生確率の議論だけでなく、周辺

住民の避難を不要とする放射性物質の放出量に関する指標についても議論がなされた。 

 この結果、2013年4月10日には、安全委員会の検討結果は安全の目標を議論する上での基

礎となること、安全目標は規制を進めていく上で達成を目指す目標であること、安全の目

標に関する議論は規制委員会として引き続き検討を進めていくことといった方針が示され、

事故時の放射性セシウム放出量が100TBqを超えるような事故の発生頻度は100万炉年に1回

程度を超えないように抑制されるべきであることといった具体的内容も提示された。 

これらから明確なように、規制委員会により定められた安全の目標は、社会的な受容性

と直結するものではなく、規制をおこなう上で目指すべき考え方、達成を目指すべき目標

である。 

規制委員会は、改めて本件について原子炉安全専門審査会と核燃料安全専門審査会に諮

問しており、継続的な議論が進められている。 

 

５．新規制基準とバックフィットルールの課題 

原発を安全に用いるためには、立地や基本設計の妥当性はもとより、適切な詳細設計が

なされ、施工され、検査がなされ、運転や維持管理がなされる必要がある。福島原発事故

後の法改正においては、原発については設置許可以降の規制を含めて原子炉等規制法に集

約されるとともに、従来、技術基準にのみ設けられていた維持義務規定や、基準に適合し

ていない場合の措置命令規定が、設置許可の基準にも設けられることとなった。この規定

の導入により、新たな技術的な知見や経験が得られたことにより、許可の基準が見直され

た場合に、この基準に適合させるよう事業者に法的に義務付けること、すなわちバック

フィットを求めることが可能となった。 

                                            
18 2012年 10月 10日 平成 24年度第 4回規制委員会 



23 
 

福島原発事故により失墜した原子力規制に対する信頼を回復するために、独立の機関と

して設置された規制委員会にとって、新規制基準の内容の重要性はもとより、この施行の

仕方を定めることは、その信頼性に係る重要な項目である。安全を最優先にした姿勢に加

え、現行の規制基準は、その後も新知見を踏まえて改訂がなされるべきである。将来にわ

たって適用することができるバックフィットの採否に関する考え方を定めておく必要があ

る。 

当時の規制委員会委員長は「原子力発電所の新規制施行に向けた基本的な方針（私案）」

を規制委員会に提示し、議論を進めた19。同私案においては、継続的な安全向上が重要であ

ること、バックフィットは今後も繰り返して実施していくものであり、この制度を定着さ

せるため明確かつ普遍的なシステムが必要であることなどが示された上で、新基準導入の

際には、安全上緊急の必要性がある場合を除き、基準の適合を求めるまでに一定の期間を

置くことを基本とするとの方針が示された。すなわち、新基準への適合のためには、施設

側の対応などが必要であって、事業者に対しそのための期間を与えるものであった。新た

な知見などを踏まえて基準の改訂を行った際には、一般論として早急にバックフィットを

求めることが重要であるものの、施行の瞬間にバックフィットを求めることとなれば、そ

の都度運転中のプラントを止めることにもつながりかねない。そうなれば、社会の混乱を

招き、それを避けるために新知見の取り込み、基準の改訂やバックフィットの適用に及び

腰となり、本来の眼目である安全上のための継続的な改善が達成できなくなる恐れがある

ことから、これを避けることをも勘案して考えられた案であった。また、基準の内容が決

まってから施行までの期間が短期間であり、一定の期間が確保できない場合には、事業者

が次に施設の運転を開始するまでに基準への適合を求めることとするとの考えも示された。

これは、今般のように、施行日が法律によって決められ、基準を準備する期間が限られて

いるような場合には、事業者が、施行期日の直前に提示された基準への対応をおこなうこ

とができなくなる可能性があるため、その対応のための期間を確保するという考えによる

ものであった。 

規制委員会においては、委員長私案に関し、その趣旨の確認などに関する議論が行われ

た上で、委員長の提示した私案に示される施行ルールが基本的な合意事項としてその後の

規制基準適合性審査が進められることとなった。 

バックフィットの運用に関する基本的考え方は、2015年11月に文書化されている20。 

 

６．新規制基準の適合性審査と再稼働 

（１）新規制基準適合性審査 

事業者が福島原発事故を踏まえ、新規制基準により示されるまでもなく、これを大きく

上回るような安全対策を自ら講じることを期待し、規制基準の改訂ともに継続的な安全性

向上を図るべきである。一方、事業者は新規制基準適合性審査の過程において、個別の対

策や考え方が新規制基準を満たすかどうかを確認しつつ、適合性審査の過程で対策を上乗

                                            
19 2013年 3月 19日 平成 24年度第 33回規制委員会 
20 2015年 11月 13日 平成 27年度第 40回規制委員会 
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せするような対応が見られる場面があった。 

規制委員会は、これらの事業者の姿勢に対しては、「対策を小出しにして新規制基準を

満たす最低線を探ろうとするかのような姿勢は、新規制基準施行後審査を効率的に進める

上で障害になるものと考えられる」との認識を表明している。 

 

（２）規制委員会と再稼働の関係 

原発の再稼働の前提となる原発の安全性に係る確認は、規制委員会に委ねられるもので

あるが、規制委員会は、新規制基準の策定やそれに対する適合性審査の過程において、従

来の規制機関とは異なる幾つかの特徴的をもっている。 

規制委員会は原発の再稼働の判断には関与しないとしている。規制委員会は申請された

原発の新規制基準への適合性を確認し、法律に基づき、運転に当たり求められる安全性を

有するか否かの判断はするものの、それでもゼロではないリスクを踏まえた上でもなお原

発を再稼働させるかどうか、社会がそれを受け入れるかどうかは、事業者、政府、自治体

などにより判断されるものであるとのスタンスをとっている。 

また規制委員会は、再稼働の判断に関与しないこととあわせて、その判断に関与するで

あろう自治体等関係者の範囲についても関与しないとした。審査書案の策定過程において、

自治体の求めに応じ自治体との共催により公聴会を開催する提案をした際にも、どの範囲

の自治体の意見を聴くかは自治体自ら調整するべきとのスタンスを示した。公聴会自体が

成立しなかったため、この過程により地元の範囲が明確になることはなかった。 

規制委員会では、審査を「新規制基準への適合性」と称した。福島原発事故以前は、指

針や基準への適合性を確認する審査は「安全審査」と称されていたが、規制基準に適合し

ていたとしてもリスクは残っているのであって、それにもかかわらず「安全審査」と称す

れば、審査を通過すればあたかも絶対安全が確保されるものと誤解されかねず、これを避

けるためのものであった。新たに策定する基準を、安全基準ではなく規制基準と称するこ

ととした議論と同様であった。 

規制委員会は、規制基準の策定・改訂などにおける安全の水準については、安全の目標

を参照することにより明確化しようとしている。このような取り扱いを明示的にできるよ

うになったのは、再稼働の判断と一線を画し、判断の責任やそのための説得責任から解放

されたからであるとの見方は成立しうる。これは原子力安全・保安院が福島原発事故以前

において、いわば安全性を保証することによって住民や自治体の理解を得て、原発の稼働

を支えていたものとは異なるものであった。当時の規制委員会委員長は、いくつかの福島

事故後の報告書が指摘した安全神話の復活を否定し、あたかも絶対安全が達成され得るか

のようないわゆる安全神話から「卒業しないといけない」とし、規制機関の側の変化だけ

でなく、受け手である国民・住民の側も変化することが必要であることを示している。規

制委員会は原子炉等規制法の下で安全性に係る判断のみを行い、再稼働に係る判断には一

切関与しないとする一方で、避難計画の重要性を絶えず指摘し、これがないと再稼働は厳

しいだろうとの認識は示している。その上で、地域防災計画や避難計画の策定は地域に精

通する自治体の役割であるとし、規制委員会は、科学的技術的な観点から原子力災害対策
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指針の策定やマニュアルの策定、試算の提供などをおこなうとの立場を明確化しているが、

それが自治体における再稼働を容認する際の大きな課題になっている。 
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＜参考資料３＞ IAEAによる IRRSにおける勧告、提言、良好事例

(文献[1]別表 VIより引用) 
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